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三津谷会長　挨拶

平
成
三
十
年
度�

（
第
六
十
九
事
業
年
度
）

青
森
県
漁
連
通
常
総
会
開
催

　
去
る
、
六
月
十
九
日
、
青
森
県
水
産
ビ
ル
七
階

大
会
議
室
に
お
い
て
、
青
森
県
漁
連
平
成
三
十
年

度
（
第
六
十
九
事
業
年
度
）
通
常
総
会
が
開
催
さ
れ
、

開
催
に
あ
た
り
、
三
津
谷
会
長
が
次
の
通
り
挨
拶
を

述
べ
た
。

　

わ
が
国
の
漁
業
情
勢
は
、
地
球
温
暖
化
に
よ
る
海

洋
生
物
の
生
態
系
に
変
化
を
も
た
ら
す
こ
と
に
よ

る
漁
獲
魚
種
の
変
化
に
伴
う
漁
獲
量
の
減
少
、
漁
業

就
業
者
の
減
少
や
高
齢
化
、
恒
常
的
な
魚
価
安
や
漁

業
生
産
に
占
め
る
コ
ス
ト
の
割
高
感
に
よ
り
、
依
然

と
し
て
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
本
会
で
は
、
平
成

二
十
九
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
継
続
措
置
さ
れ

た
「
水
産
業
競
争
力
強
化
緊
急
事
業
」
で
あ
る
漁
船

リ
ー
ス
事
業
や
機
器
等
導
入
事
業
等
の
活
用
を
積

極
的
に
推
進
し
、
浜
の
活
性
化
に
向
け
取
り
組
ん
で

参
り
ま
し
た
。

　

本
県
漁
業
に
お
き
ま
し
て
は
、
主
力
魚
種
で
あ

る
ス
ル
メ
イ
カ
が
依
然
と
し
て
全
国
的
な
不
漁
で

あ
っ
た
こ
と
や
、
太
平
洋
ク
ロ
マ
グ
ロ
の
資
源
管
理

の
影
響
も
あ
り
、
総
じ
て
漁
獲
が
減
少
し
、
漁
船
漁

業
の
経
営
は
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
ホ
タ
テ
養
殖
漁
業
に
お
い
て
は
、
原
貝
価

格
の
高
値
取
引
に
よ
り
昨
年
に
次
ぐ
史
上
二
番
目

の
取
扱
高
を
計
上
し
、
計
画
を
大
幅
に
上
回
る
こ
と

が
出
来
ま
し
た
。

　

本
会
全
体
で
の
総
取
扱
高
で
は
、
計
画
よ
り

二
十
八
億
円
上
回
る
三
百
九
十
七
億
円
の
実
績
と

な
り
、
当
期
剰
余
金
で
は
八
千
六
百
万
円
を
計
上
す

る
こ
と
が
出
来
ま
し
た
。

　

な
お
、
会
員
各
位
に
対
し
ま
し
て
は
、
業
務
部

門
に
お
け
る
奨
励
金
及
び
施
設
助
成
金
等
で
約

五
千
五
百
万
円
を
お
支
払
い
致
し
て
お
り
ま
す
。
こ

の
こ
と
は
、
各
事
業
に
お
い
て
効
率
的
・
合
理
的
な

運
営
に
努
め
た
こ
と
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
何
よ
り

も
会
員
皆
様
方
の
ご
支
援
・
ご
協
力
の
賜
と
心
よ
り

感
謝
申
し
上
げ
る
次
第
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
三
十
年
度
の
事
業
計
画
に
お
き
ま
し

て
は
、
先
般
の
地
区
別
協
議
会
並
び
に
組
合
長
会
議

に
お
い
て
ご
説
明
致
し
ま
し
た
港
町
新
施
設
、
Ｊ
Ｆ

青
森
漁
連
流
通
Ｐ
Ｒ
セ
ン
タ
ー
建
設
の
計
画
を
盛

り
込
ん
で
お
り
ま
す
。

　

国
は
水
産
政
策
と
し
て
、
品
質
・
衛
生
管
理
の
強

化
、
ネ
ッ
ト
販
売
等
の
情
報
技
術
の
活
用
、
国
際
認

証
等
の
取
得
を
図
り
、
新
た
な
販
路
の
拡
大
や
輸
出

促
進
の
た
め
の
競
争
力
あ
る
販
売
・
流
通
改
革
を
提

起
し
て
お
り
、
ま
さ
に
、
本
会
が
取
り
組
む
新
施
設

は
、
国
の
政
策
改
革
と
合
致
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

今
、
各
浜
で
は
、
魚
価
向
上
に
向
け
た
水
産
物
の

Ｐ
Ｒ
を
し
て
お
り
ま
す
が
、
単
協
の
対
応
だ
け
で
は

安
定
的
な
供
給
対
応
が
難
し
く
、
思
う
よ
う
な
商
流

に
繋
が
ら
な
い
の
が
実
情
で
す
。

　

本
県
水
産
物
に
つ
い
て
組
織
力
を
持
っ
て
広
く

周
知
し
、
販
売
体
制
に
乗
せ
る
た
め
に
は
、
本
会
が

中
核
的
な
役
割
を
担
い
、
各
漁
協
が
積
極
的
に
こ
の

事
業
を
活
用
す
る
、
い
わ
ゆ
る
「
参
加
型
事
業
」
に

よ
っ
て
、
本
県
水
産
物
の
魅
力
を
国
内
外
へ
発
信

し
、
付
加
価
値
を
付
け
、
官
民
一
体
と
な
っ
て
、
本

県
水
産
物
の
価
格
向
上
と
漁
業
所
得
向
上
に
向
け
、

取
り
組
ん
で
参
る
所
存
で
あ
り
ま
す
の
で
、
会
員
皆

様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

　

終
わ
り
に
、
本
総
会
に
上
程
の
全
議
案
に
つ
き
ま

し
て
は
、
慎
重
な
る
ご
審
議
を
頂
き
、
ご
承
認
賜
り

ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
る
と
と
も
に
、
平
成

三
十
年
度
の
浜
の
好
漁
と
、
海
上
安
全
、
そ
し
て
救

命
胴
衣
百
％
着
用
の
実
現
、
併
せ
て
本
日
ご
参
会
の

皆
様
の
ご
健
勝
、
ご
活
躍
を
御
祈
念
申
し
上
げ
、
私

か
ら
の
挨
拶
と
致
し
ま
す
。

　

本
日
は
誠
に
有
難
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
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続
い
て
、
来
賓
を
代
表
し
て
、
三
村
申
吾
青
森
県
知
事

よ
り
祝
辞
が
あ
り
、
そ
の
後
、
田
髙
利
美
大
畑
町
漁
協
組

合
長
を
議
長
に
選
出
し
議
事
に
入
っ
た
。

　
議
事
で
は
、
第
一
号
議
案
の
平
成
二
十
九
年
度
事
業
報

告
、
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
、
注
記
表
及
び
剰
余
金

処
分
案
に
関
す
る
件
、
役
員
補
欠
選
任
に
関
す
る
件
な
ど

七
議
案
が
審
議
さ
れ
、
佐
井
村
漁
協
の
坂
井
幸
人
組
合
長

が
本
会
理
事
に
選
任
さ
れ
る
等
、
議
案
は
全
て
原
案
通
り

承
認
決
定
さ
れ
た
。

三村県知事　祝辞議事を進行する田髙議長

〔平成30年度事業計画〕
基　本　方　針
　本県漁業を取り巻く環境は未だ厳しく、漁獲・魚価・消費の低迷、後継者不足、燃油や漁業用資
材の高止まりなど、厳しい経営環境が続いております。
　このような状況を打開するため、当連合会では、浜の活性化対策として、各浜が策定した「地域
浜プラン」及び「広域浜プラン」の実践に向けた活動を推進するとともに、国の施策である「水産業
競争力強化緊急事業」の漁船リース緊急事業や機器等導入緊急対策事業の積極的な導入と有効活用
を図り、漁業所得の向上と中核的担い手育成に取り組んで参ります。
　太平洋クロマグロ資源管理対策については、第四管理期間から始まる「ＴＡＣ制度」の導入に伴い、
適正な管理体制構築に努めるとともに、漁業所得の確保に向け、国に働きかけて参ります。
　漁協の組織再編については、推進体制の強化を図り、各地区で抱える諸問題解決に向けた協議を
加速させ、「新漁協合併基本計画」（県内4ブロック構想）の完遂を目指して参ります。
　また、漁業所得向上のための対策として、販売事業の一部改革に取り組みます。
　具体的には、浜が推し進める水産物を県内外はもとより東南アジアを中心とした海外販売も視野
に入れ、物流とＰＲを併せ持った施設「（仮称）ＪＦ青森漁連流通ＰＲセンター」を整備し、県並びに
各漁協と連携を図りながら、本県水産物の消費拡大・付加価値向上に向けた取り組みを展開して参
ります。
　以上を基本方針とし、本年は下記事項を重点的に推進して参ります。

記
＜重点推進事項＞
1．水産資源の管理・確立を図るための諸対策
2．漁協の経営基盤の強化並びに漁業金融の推進
3．漁家・漁協経営の安定・向上と漁業共済加入促進
4．水産物の消費拡大と価格向上及び付加価値向上
5．漁業用石油類及び資材類の安定供給
6．各種漁業の生産基盤強化及び増養殖事業の推進
7．水産物の衛生管理
8．漁業環境の保全
9．その他漁業者及び漁協の経営に資する事項並びに漁業振興に資する事項

総会に臨む本会役員
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平成30年度青森県漁業経営安定対策本部通常総会
　去る６月19日、青森県水産ビルにおいて、平成30年度青森県漁業経営安定対策本部通常総会
が開催され、平成29年度決算、平成30年度事業計画について審議し、原案通り承認決定した。

１．水産業の制度・政策の改革への対応
２．浜の活性化対策
３．燃油高騰対策
４．クロマグロ資源管理対策
５．外国漁船による違法操業並びに安全対策
６．漁協経営基盤強化対策
７．密漁防止対策
８．水産物安全対策
９．有害生物対策
10．循環型漁業の構築
11．その他諸問題について

〈　重　点　事　項　〉

甦 れ ！ ！ 協 同 組 合 運 動
－平成30年度スローガン－

資源・金融・共済の三本柱推進による循環型漁業の構築と漁業経営の安定化

○広域浜プランの実践による浜の活性化と地域振興
○�漁業所得向上を図るため
　水産業競争力強化対策事業の積極的な活用推進
○�燃油高騰セーフティネット事業への継続加入による漁家経営の安定
○漁協組織再編による経営基盤強化

主催者挨拶をする三津谷会長
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本会三津谷会長が全漁連理事に就任

佐井村漁協坂井組合長が本会理事に就任

　本会三津谷葊明会長が、平成30年６月21日に開催された、
全国漁業協同組合連合会通常総会における役員補欠選任にあた
り、全漁連の理事に選任されました。
　本県からは、植村正治氏（元県漁連会長）、西﨑義三氏（前
信漁連会長）に続いての就任となり、任期は2019年度全漁連通
常総会までとなります。

三津谷　葊　明

昭和46年度　平内町漁協　理事就任
平成16年度　平内町漁協　代表理事組合長就任
平成17年度　青森県漁連　理事就任
平成26年度　青森県漁連　副会長理事就任
平成29年度　青森県漁連　代表理事会長就任
平成30年度　全漁連　　　理事就任

　本会通常総会において、役員欠員による補欠選任にあたり、佐
井村漁協坂井組合長が理事に選任されました。
　任期は第71年度通常総会までとなります。

坂　井　幸　人

　平成18年度　佐井村漁協　理事就任
　平成27年度　佐井村漁協　代表理事組合長就任
　平成30年度　青森県漁連　理事就任（事業部担当）

県内漁協組合長改選状況報告
（平成30年７月31日現在）

漁　協　名 新組合長名 前組合長名
三厩漁協 牧　野　勇　次 佐々木　信　昭
青森市漁協 澤　田　繁　悦 横　内　憲　悟
大間漁協 坂　　　三　男 田　中　　　勝
蛇浦漁協 大　野　兼　司 中　塚　義　光
三沢市漁協 門　上　　　馨 山　崎　文　男

⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱⎱
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水産政策の改革への対応に係る説明会 開催
　去る８月１０日、青森県水産ビルにおいて、青森県漁連・青森県漁業経営安定対策本
部主催の「水産政策の改革への対応に係る説明会」が、漁協組合長及び筆頭職員、県、
水産関係団体担当者１４０名参加のもと開催された。

　冒頭、主催を代表し、県漁連 三津谷会長より「平成２９年４月に閣議決定された
『新たな水産基本計画』に基づき、今年５月末に示された『水産政策の改革』の方針案
について説明があるが、これまで漁業権制度が果たしてきた役割や漁業秩序の維持につ
いて、漁業者が納得できる内容であるか見極める必要があることから、疑問・懸念を払
拭するためにも、忌憚の無い意見をお願いする。」との挨拶があった。

　説明会では、水産庁 矢花参事官より「改革の方針案」に係る詳細な説明、そして全
漁連 大森常務理事より「改革に対する要望」について説明があり、参加者からは、多
数の質問がよせられた。

（１）海面利用制度の見直しについて
（２）新たな資源管理システムの構築、漁業許可制度の見直しについて
（３）漁協制度の見直し等について

〈　協　議　事　項　〉

水産庁 矢花参事官による説明 説明会の様子
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（１）海面利用制度の見直しについて

　Ｑ１　海面の最大限活用に係る区画設定について

　　Ａ　既存の区画については、基本的に現状のとおり。
　　Ａ　既存の漁業者が同意しない限り新区画の設置はしない。

　Ｑ２　既存の漁業権者が活用している水域の継続利用及び優先順位について

　　Ａ　共同漁業権は、漁協・漁連のみに免許することを明確にする。
　　Ａ　水域の有効利用にかかる判断基準について国が県に基準を示す。
　　Ａ　漁業権に関しては、従来通り優先して当該漁協に免許される旨を法文等に
　　　　明記する。

　Ｑ３　漁業権の活用状況・資源管理の状況・生産データの報告について

　　Ａ　漁業権を適切且つ有効に活用できているか確認していく。
　　Ａ　�資源管理の状況等の報告は、既存の報告方法を活用し、具体的な内容等に
　　　　ついてこれから整理する。

（２）新たな資源管理システムの構築、漁業許可制度の見直し

　Ｑ１　ＴＡＣ魚種順次拡大に伴う新たな資源管理に対する支援について

　　Ａ　�漁業の経営安定を図るため漁業収入安定対策の機能強化を図る。
　　　　具体的な内容は検討中。
　　Ａ　漁協への支援についても協議して行く。

（３）漁協制度の見直し等について

　Ｑ１　販売のプロ等の配置について

　　Ａ　外部から雇用する必要はなく、理事の中から販売能力に長けた人物を
　　　　選出することとなる。

　Ｑ２　漁協の広域合併促進にかかる支援策について

　　Ａ　市場統合及び施設の集約にかかる整備費等、ニーズに見合った支援策を
　　　　検討中。

＜ 主 な 質 疑 内 容 ＞
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青
森
ホ
タ
テ
の
Ｐ
Ｒ
と
消
費
拡
大
の
た
め
、
青

森
県
漁
連
と
む
つ
湾
漁
業
振
興
会
は
、
平
成
十
年

に
陸
奥
湾
の
ム
ツ
（
六
月
）
と
ホ
タ
テ
の
「
ホ
」

の
字
を
分
解
し
た
「
十
八
」
か
ら
六
月
十
八
日
を

「
ホ
タ
テ
の
日
」
と
制
定
し
、
平
成
十
一
年
に
記

念
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
し
て
か
ら
、
今
年
で
二
十
回

目
と
な
り
ま
す
。

　

今
年
も
、
青
森
県
ほ
た
て
流
通
振
興
協
会
、
ほ

た
て
広
場
運
営
協
議
会
と
の
共
催
に
よ
り
、
六
月

十
七
日
（
日
）
に
平
内
町
の
「
ほ
た
て
広
場
」
を

会
場
に
開
催
し
ま
し
た
。

　

開
会
式
で
は
、
む
つ
湾
漁
業
振
興
会
の
立
石
政

男
会
長
が
「
ホ
タ
テ
の
日
は
、
平
成
十
年
に
六
月

十
八
日
を
ホ
タ
テ
の
日
と
制
定
し
て
、
翌
十
一

年
に
最
初
の
記
念
行
事
を
行
っ
て
か
ら
、
今
年
で

二
十
年
に
な
り
ま
す
。
陸
奥
湾
の
ホ
タ
テ
漁
業

は
、
平
成
二
十
二
年
、
夏
の
異
常
高
水
温
で
過
去

最
大
の
被
害
を
受
け
ま
し
た
が
、
漁
業
関
係
者
の

努
力
に
よ
り
高
成
長
に
推
移
し
、
三
年
連
続
で

百
五
十
億
円
を
達
成
す
る
こ
と
が
出
来
ま
し
た
。

本
日
は
そ
の
お
祝
い
と
、
日
頃
か
ら
陸
奥
湾
ホ
タ

テ
を
ご
愛
用
い
た
だ
い
て
い
る
事
に
感
謝
の
気
持

ち
を
込
め
て
、
ボ
イ
ル
ホ
タ
テ
の
無
料
配
布
、
ホ

タ
テ
貝
焼
き
試
食
を
用
意
し
、
店
内
に
於
い
て
も

ホ
タ
テ
製
品
の
格
安
販
売
を
し
て
お
り
ま
す
。
更

に
、
ホ
タ
テ
の
日
二
十
周
年
を
記
念
致
し
ま
し
て
、

抽
選
で
活
ホ
タ
テ
五
kg
を
二
十
名
に
贈
呈
致
し
ま

す
の
で
、
今
後
と
も
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す
。
」
と
挨
拶
を
述
べ
、
船
橋
平
内
町
長
並
び
に
對

馬
県
水
産
局
長
（
松
坂
水
産
振
興
課
長
代
読
）
の
祝

辞
に
続
き
、
秋
田
県
湯
沢
市
の
小
町
娘
が
和
歌
を
披

露
し
、
イ
ベ
ン
ト
開
催
の
運
び
と
な
り
ま
し
た
。

「
ホ
タ
テ
の
日
」二
十
周
年
記
念
イ
ベ
ン
ト
開
催

挨拶する立石会長

ボイルホタテの無料配布
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続
い
て
、
ス
テ
ー
ジ
横
の
テ
ン
ト
に
お
い
て
、

来
場
者
先
着
五
百
名
様
に
「
ボ
イ
ル
ホ
タ
テ

二
百
五
十
ｇ
」
「
ホ
タ
テ
の
日
記
念
ウ
チ
ワ
」
の

無
料
配
布
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
更
に
今
年
は
二
十

回
目
の
開
催
を
記
念
し
て
、
「
活
ホ
タ
テ
五
㎏
」

を
二
十
名
様
に
当
た
る
抽
選
会
も
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

ス
テ
ー
ジ
で
は
、
に
ゃ
ん
ご
す
た
ー
ミ
ニ
ラ
イ

ブ
、
ス
コ
ッ
プ
三
味
線
ひ
ら
な
い
演
奏
会
、
二
代

目
青
森
ほ
た
て
大
使
三
津
谷
有
華
歌
謡
シ
ョ
ー
等

の
盛
り
沢
山
の
イ
ベ
ン
ト
で
賑
わ
い
を
見
せ
、
ほ

た
て
広
場
正
面
入
り
口
横
で
は
、
来
場
者
先
着
千

名
様
に
ホ
タ
テ
貝
焼
の
無
料
配
布
コ
ー
ナ
ー
（
一

人
二
個
）
が
大
人
気
で
、
終
日
来
場
者
が
途
切
れ

る
事
が
無
く
、
盛
況
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
三
十
年
七
月
二
日
（
月
）
、
平
内
町
の
ほ

た
て
広
場
敷
地
内
の
、
「
ほ
た
て
供
養
塔
」
前
に

お
い
て
、
ほ
た
て
供
養
祭
が
執
り
行
わ
れ
ま
し
た
。

本
会
三
津
谷
葊
明
会
長
、
む
つ
湾
漁
業
振
興
会
立

石
政
男
会
長
を
は
じ
め
、
ほ
た
て
関
係
者
並
び
に

御
来
賓
の
方
々
約
四
十
名
が
玉
串
を
奉
奠
し
、
ほ

た
て
貝
に
感
謝
の
祈
り
を
捧
げ
ま
し
た
。

　

平
成
三
十
年
度
七
月
末
の
取
扱
状

況
は
、
数
量
は
歩
留
が
良
く
高
成
長

で
推
移
し
、
金
額
に
お
い
て
も
、
主

力
で
あ
る
半
成
貝
の
単
価
が
平
年
の

百
二
十
円
を
上
回
り
、
四
年
連
続
で

取
扱
高
百
億
円
を
達
成
す
る
事
が
出

来
ま
し
た
。

　

半
成
貝
の
水
揚
げ
は
大
方
終
了

し
、
今
後
は
新
貝
や
成
貝
の
水
揚
げ

を
控
え
て
い
ま
す
が
、
水
温
の
上
昇

に
伴
い
、
ホ
タ
テ
の
へ
い
死
が
懸
念

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
早
め
の
出
荷
及

び
、
冬
場
ま
で
残
す
貝
は
水
温
の
低

い
下
層
に
沈
め
る
よ
う
指
導
の
徹
底

を
図
り
ま
す
。

参列した関係者
並びに来賓

玉串を奉奠する
三津谷会長

貝焼の無料配布

青森県漁連ホタテガイ取扱実績（７月末実績）
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漁協組織再編の進捗状況
　漁業を取巻く状況は、販売取扱高の減少、漁業就業者の減少と高齢化、恒常的な魚価安に加
えて、漁業資材類価格の高騰等、内外的な課題が山積し、本県の漁業・漁協経営は依然として
厳しい状況にあります。
　このため、将来にわたって漁業者の負託に応えるには、漁協の経営基盤強化を図ることが急
務であり、県漁連と（公社）経対協は平成２９年２月に、県内漁協を４ブロックに組織再編す
る「新合併基本計画」を策定し、平成３２年３月の合併完遂に向けて取組んでいるところであ
ります。

〔これまでの取組内容〕

　１．平成２９年度
　（１）合併推進協議会
　　　　�各ブロックにおいて、３回の合併推進協議会を開催し、組織・財務・事業についての

検討を行った。
内容 西北 むつ湾 下北 三八

第1回
・協議会規約の承認
・委員、専門委員の承認
・会長、副会長の選任

5月1日
50名参加

5月10日
60名参加

5月15日
70名参加

5月11日
40名参加

第2回 ・合併推進方法　他 7月31日
50名参加

8月1日
60名参加

7月27日
70名参加

7月20日
40名参加

第3回 ・組織体制、事業　他 11月30日
50名参加

翌1月16日
60名参加

12月22日
80名参加

11月27日
40名参加

むつ湾ブロック漁協合併推進協議会 下北ブロック漁協合併推進協議会
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　（２）専門委員会
　　　　�各ブロックにて筆頭職員を対象に5回開催し、合併に関する組織・事業等の方針案につ

いて協議を行った。
　（３）財務確認調査
　　　平成２９年１０月２３日～１２月２６日（４６漁協　実施）

　２．平成３０年度
　　�　第４回の協議会開催に向けて、（公社）経対協役員が各漁協に出向き役員と漁協の現

状、合併への考え方について意見交換を行った。
　　�　平成３０年７月１１日より（１）西北ブロック　７漁協、（２）下北ブロック　１７漁

協、（３）三八ブロック　４漁協を実施。
　　※未実施漁協については今後実施予定。

港町製氷冷凍工場解体・新施設建設
　本会では、平成三十年度の事業計画
として、既存の製氷冷凍加工場の解体
及び、新施設となる『（仮称）ＪＦ青森
漁連流通ＰＲセンター』の建設を予定
しております。
　この施設は、「水産業競争力強化
緊急施設整備事業」を活用し、国か
ら二分の一の補助を受け、総事業費
六億八千万円をかけて今年度内での建
設となります。
　既存の流通課における事業の更なる
強化策として、県内水産物の魅力を発
信し、魚価向上と漁業者の所得向上に
寄与することが目的の主旨であり、各浜自慢の水産物について、組織力を活かして国内外へ発信
する為には、県内水産物を集約出来る施設が必要となります。
　県内各漁協の協力で成り立つ参加型事業ですので、皆様のご理解、ご協力をよろしくお願い申
上げます。

解体する港町製氷冷凍工場

　　岩屋漁協との個別協議 百石町漁協との個別協議




